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1 R8.4.28 R8.6.1 ○○組合の直近の定款 20 1
産業労働局商工部調整
課

2 R8.4.28 R8.6.1
○○組合の都が保有する直近の定款以降に認可された
定款変更の「定款変更条文新旧対照表

4 1 1

（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。

産業労働局商工部調整
課

3 R8.4.20 R8.6.8
カスタマーハラスメント防止対策推進事業実施要綱
（令和７年２月５日付　６産労雇労第1705号）

3 1
産業労働局雇用就業部
労働環境課

4 R8.4.20 R8.6.8

カスタマーハラスメント防止対策推進事業の実施に係
る出えん契約書（６産労総総第1359号）に関する以下
の書類
・事業計画書（様式第２号）
・出えん金請求書（様式第１号）
・事業実績等報告書（様式第5-1号）
・事業実施状況報告書（様式第5-2号）

12 1 1

（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。

産業労働局雇用就業部
労働環境課

5 R8.4.20 R8.6.8

・カスタマーハラスメント防止対策推進事業の実施に
係る出えん契約書（６産労総総第1359号）に関する、
再委託を行っている場合、再委託先に関して東京都の
承諾を得るために提出された通知書および承諾書等の
契約書に基づく文書
・その他、本奨励金について東京都にあった情報提
供・意見・提案等に関する情報等の公文書すべて

1
産業労働局雇用就業部
労働環境課

6 R8.5.29 R8.6.10
秋葉原駅前都有地の活用及び秋葉原ITセンター（仮
称）の創出の方針について

（２条２項２号）
本件対象公文書は、東京都公文書館に移管されて
おり、特定歴史公文書等に該当するため。

産業労働局総務部企画
調整課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

7 R8.5.29 R8.6.10

秋葉原駅周辺土地区画整理区域内の都有地（特定目的
会社）の売却に関する請求である。都の募集要項は、
平成１３年１２月に公表され、入札には「特定目的会
社」も参加できる旨の記載がある。一方、○○と○○
は、平成１３年１１月の時点で特定目的会社を設立
し、有価証券報告書に「東京都の入札に参加するため
に設立する」と記載されている。上記の２者だけに募
集要項の内容（特定目的会社が入札に参加できるこ
と）を公表前に伝えることができる何等かの法的根拠
や規定を請求する。

1
産業労働局総務部企画
調整課

8 R8.3.25 R8.6.12
・感染拡大防止協力金の不正受給件数・金額
・不正受給一覧

2 1 1 1 1

（７条２号）
個人事業者の氏名を公にすることにより、特定の
個人を識別することができるおそれがあるため。
（７条３号）
個人が営む事業に関する情報であり、公開するこ
とにより当該個人の競争上又は事業運営上の地位
その他社会的な地位が損なわれると認められるた
め。
（７条６号）
都の行政運営に関する情報であり、公開すること
により当該債権回収に係る交渉・争訟の適正な遂
行に支障が生ずるおそれがあるため。

産業労働局総務部企画
調整課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

9 R8.3.25 R8.6.12

感染症対策に係る補助金・奨励金制度における不正申
請の調査・対応及び返還請求等に関する一切の公文書
【請求する文書の内容】
・返還請求・行政処分の状況
④未回収額の管理状況及び債権放棄の有無に関する記
録のうち、「債権放棄の有無に関する記録」
・不正防止対策・再発防止の取組
①不正申請防止のための審査強化・書類確認基準の改
定に係る通達・マニュアル
②事後確認・実地調査の実施方針及び実施記録
③再発防止策の検討・実施に係る会議資料・議事録

1
産業労働局総務部企画
調整課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

1
0

R8.4.17 R8.6.16

・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に関する協定書の締結について（6産労観
振第33号）
・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に係る負担金の支出について（6産労観振
第239号）
・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に関する協定書の締結について（7産労観
振第41号）
・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に係る負担金の支出について（7産労観振
第282号）
・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に係る事業報告書等の承認及び東京都負
担額の確定について（7産労観振第428号）
・建造物の壁面等を活用したプロジェクションマッピ
ング等の実施に係る負担金の精算について（7産労観振
第470号）
・プロジェクションマッピング事業の経済波及効果推
計に関する業務委託（7産労観振第744号）
・都庁舎におけるプロジェクションマッピング運営事
業の実施に関する協定書の締結について（8産労観振第
33号）

126 1 1 1 1

（７条３号）
事業者に係る内部管理情報であり、公にすること
により、当該事業者の事業運営上の地位が損なわ
れると認められるため。
（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。
（７条６号）
外部には公表していない都の内部管理に関する情
報であり、公にすることにより、業務と関連のな
い電話やメールが来る等、事務事業の適正な遂行
に支障を及ぼすおそれがあるため。

産業労働局観光部振興
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

1
1

R8.6.8 R8.6.18

○○株式会社「有価証券報告書第21期自平17・４・１
至平18・３・31右３貢『「秋葉原１街区及び３街区」
の売払い公募への応募に向けたビークルとして○○
(株)とともに○○会社を平13・11設立』との記載があ
る。
右事実は東京都は、一般への公募条件通知の前に○○
及び○○(株)に公募条件を通知していたことの事実上
の推定がはたらく。○○は都を信頼している者の一人
であるが、右公募前における推定の者に対する公募条
件の事実通知が法的に正しい行為である事実を示す文
書の開示を求める。言い方を変えれば、右都の行為が
法的に正しい事を合理的な疑いを差しはさまない程度
の証明が可能な文書の開示を求めるものである。

1
産業労働局総務部企画
調整課



＜月次報告様式（新様式　令和５年４月～）＞
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決定区分 （根拠規定）条例７条

1
2

R8.6.8 R8.6.18

○○は秋葉原駅前都有地について平13・２以降同５以
前、「デジタル原優先契約、JV可。」との条件で○○
から申込みを受け、右期間○○株式会社に右条件を通
知した。しかし○○と○○は、○○に無断で平14・
２、都に入札申込を行い平14・３右土地を○○特定目
的会社各儀で取得したものである。右事実はこれまで
都に説明の通りである。
右事実の内、都から○○への当該土地売却等について
の依頼文書の存在は存在しないという返事を一昨年都
から返事を受領している。右事実を踏まえ改めて開示
請求を行うものであるが、都が○○に右物件等の売却
等の依頼を行うことを可とする法律上、都条例上細則
等法的根拠を示す文書の開示、「デジタル原優先契約
可、JVでの購入可。」とする条件を、○○が○○に開
示することを可とする法律上、都条例、細則等の法的
根拠を示す文書の開示を求めるものである。右文書が
存在しない場合右法律上、都条例、細則等の名称につ
いてご教示願いたい。以上

1
産業労働局総務部企画
調整課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

1
3

R8.4.24 R8.6.23

アフォーダブル住宅のファンド事業について
・各事業者の想定する家賃の設定がわかる資料
・各事業者ごと、民間出資金の想定利回り、都の出資
金の想定利回りがわかる資料
・各事業者の想定する借入金回収のスキームについて
の資料

57 1 1 1 1

（７条３号）
契約当事者等の限られた一定範囲の者のみ知るこ
とができる内部管理情報であり、公にすることに
より、当該事業者の競争上又は事業運営上の地位
が損なわれるため。
（７条４号）
公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易に
し、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるた
め。
（７条６号）
投資事業有限責任組合契約の契約当事者には守秘
義務が課せられているところ、これを公開すれば
契約違反となるほか、他の契約当事者との信頼関
係を著しく害し、事業の適正な遂行に支障を及ぼ
すおそれがあると認められるため。

産業労働局総務部国際
金融都市推進課

1
4

R8.6.9 R8.6.29
東京都での（中小企業資金融資制度）に関する冊子・
パンフ等の資料（webを含む）

（18条２項）
対象となる文書は公表されている資料のため、イ
ンターネットの利用その他実施機関の定める方法
により公表若しくは提供を行っている情報に当た
り、開示請求の対象とならない。

産業労働局金融部金融
課


